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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　公衆用ＷＬＡＮと移動電話網との連動システムにおいて、
　端末で接続を許容するＷＬＡＮのサービス設定ＩＤをアクセスポイントに設定し、ＷＬ
ＡＮ接続のための信号強度を測定する信号測定段階と、
　前記信号測定段階で測定した信号強度に基づいて接続システムを選択する接続判断段階
と、
　前記接続判断段階の判断結果、ＷＬＡＮ接続と判断された場合、接続許容ＳＳＩＤリス
トに符合するＷＬＡＮチャネルに対して信号強度を周期的に測定した後、ＷＬＡＮ接続に
必要な信号品質を保障することが可能なＷＬＡＮチャネルの存在有無に応じて該当ＷＬＡ
Ｎチャネル或いは移動電話網へ接続するＷＬＡＮ遂行段階と、
　前記接続判断段階の判断結果、移動電話網接続と判断された場合、周期的に接続許容Ｓ
ＳＩＤリストに符合するＷＬＡＮチャネルに対して信号強度を測定した後、接続に必要な
信号強度を満足すれば、ＷＬＡＮ接続に切り換える移動電話遂行段階とを備えており、
　前記移動電話遂行段階は、
　移動電話網接続状態で周期的にＷＬＡＮチャネルに対する信号強度を測定する第１Ａ段
階と、
　前記第１Ａ段階の後、接続許容ＳＳＩＤを有するチャネルが存在するか否かを判断する
第２Ａ段階と、
　前記第２Ａ段階の判断結果、前記接続許容ＳＳＩＤを有するチャネルが存在しなければ
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、前記第１段階を繰り返し行い、前記接続許容ＳＳＩＤを有するチャネルが存在すれば、
信号測定値が所定の基準値以上であるか否かを判断する第３Ａ段階と、
　前記第３Ａ段階の判断結果、前記信号測定値が所定の基準値以上であれば、該当ＷＬＡ
Ｎチャネルへ接続を変更し、前記信号測定値が所定の基準値以下であれば、接続許容ＳＳ
ＩＤを有するＷＬＡＮチャネルの信号強度を周期的に測定し、測定された信号測定値が所
定基準値以上であるか否かを判断する第４Ａ段階とを含んでいることを特徴とする無線構
内情報通信網と移動電話の連動サービスのためのシステム選択及びデータ伝送方法。
【請求項２】
　前記信号測定段階は、
　システム識別子として使用するＳＳＩＤをアクセスポイントに設定する場合、他の事業
者又は独立事業者とは区分される値に設定し、端末は接続許容ＳＳＩＤを少なくとも一つ
に設定することを特徴とする請求項１記載の無線構内情報通信網と移動電話の連動サービ
スのためのシステム選択及びデータ伝送方法。
【請求項３】
　前記ＷＬＡＮ遂行段階は、
　ＷＬＡＮ通信状態で周期的に現在のチャネルに対する信号強度を測定する第１Ｂ段階と
、
　前記第１Ｂ段階の測定値が所定の基準値以下であれば、他のＷＬＡＮチャネルに対する
信号強度を測定する第２Ｂ段階と、
　前記第２Ｂ段階で測定した値が所定の基準値以上であるチャネルの中から、接続許容Ｓ
ＳＩＤを有するチャネルを抽出する第３Ｂ段階と、
　前記第３段階で抽出したチャネルの中でも最高の信号強度を維持するチャネルのアクセ
スポイントに接続する第４Ｂ段階とを含むことを特徴とする請求項１記載の無線構内情報
通信網と移動電話の連動サービスのためのシステム選択及びデータ伝送方法。
【請求項４】
　前記第３Ｂ段階又は第４Ｂ段階は、他のＷＬＡＮチャネルに対して信号測定を行った後
、所定の基準値以上の信号強度を有するチャネルが存在しないか、或いは接続許容ＳＳＩ
Ｄを有するチャネルが存在しない場合には、移動電話網への接続を行う段階を含むことを
特徴とする請求項３記載の無線構内情報通信網と移動電話の連動サービスのためのシステ
ム選択及びデータ伝送方法。
【請求項５】
　前記ＷＬＡＮ遂行段階は、
　移動電話網を介してデータの送受信を行う間、周期的にＷＬＡＮの信号強度を測定する
第１Ｂ段階と、
　接続許容ＳＳＩＤを有するアクセスポイントから受信した信号強度が所定の基準値以上
であれば、該当アクセスポイントに接続し、移動電話網への接続を遮断する第２Ｂ段階と
、
　ＷＬＡＮを介して移動ＩＰ登録が完了すると、ＨＡとＷＬＡＮ用ＦＡを介してデータの
送受信を行う第３Ｂ段階とからなることを特徴とする請求項１記載の無線構内情報通信網
と移動電話の連動サービスのためのシステム選択及びデータ伝送方法。
【請求項６】
　前記移動電話遂行段階は、
　端末が移動ＩＰ（ＭＩＰ）登録を行った後、ホームエイジェント（ＨＡ）に対する登録
を行う第１Ｃ段階と、
　ＭＩＰ登録が完了すると、ＨＡと外部エイジェント（ＦＡ）を介してデータの送受信を
行う第２Ｃ段階と、
　データ通信中に周期的に隣接したＷＬＡＮの信号強度を測定する第３Ｃ段階と、
　接続許容ＳＳＩＤを有する他のアクセスポイントの信号が所定の基準値以上と感知され
ると、ＷＬＡＮ接続のためのアクセスポイントの変更を行う第４Ｃ段階とを含んでいるこ
とを特徴とする請求項１記載の無線構内情報通信網と移動電話の連動サービスのためのシ
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ステム選択及びデータ伝送方法。
【請求項７】
　前記第１Ｃ段階は、ＲＡＤＩＵＳ（Ｒｅｍｏｔｅ　Ａｕｔｈｅｎｔｉｃａｔｉｏｎ　Ｄ
ｉａｌ－Ｉｎ　Ｕｓｅｒ　Ｓｅｒｖｉｃｅｓ）に対するＭＩＰ認証を行う段階をさらに含
んでなることを特徴とする請求項６記載の無線構内情報通信網と移動電話の連動サービス
のためのシステム選択及びデータ伝送方法。
【請求項８】
　前記第４Ｃ段階は、
　以前接続アクセスポイントが新しく接続するアクセスポイントと同一の外部エイジェン
ト（ＦＡ）領域内に位置する場合には、移動ＩＰに対する追加登録手続を行わないことを
特徴とする請求項６記載の無線構内情報通信網と移動電話の連動サービスのためのシステ
ム選択及びデータ伝送方法。
【請求項９】
　前記第３Ｃ段階は、
　隣接したＷＬＡＮアクセスポイントが存在しない場合、移動電話網との接続を試み、移
動電話の移動ＩＰが動作する前にはＷＬＡＮによるデータの送受信を引き続き維持する段
階と、
　移動ＩＰ登録手続が始まると、ＷＬＡＮによるデータの送受信を遮断し、移動ＩＰ登録
手続済みの移動電話網を介してデータの送受信を開始する段階とを含むことを特徴とする
請求項６記載の無線構内情報通信網と移動電話の連動サービスのためのシステム選択及び
データ伝送方法。
【請求項１０】
　前記信号測定段階は、ＷＬＡＮの信号強度を測定する際、接続許容ＳＳＩＤを有するチ
ャネルを導出し、これに対して信号測定を行った後接続システムを決定することを特徴と
する請求項１記載の無線構内情報通信網と移動電話の連動サービスのためのシステム選択
及びデータ伝送方法。
【請求項１１】
　ローミングサービスの際、移動電話網で移動ＩＰ登録手続が始まる前までＷＬＡＮのデ
ータ送受信を維持し、ローミング時のデータ伝送断絶を防止することを特徴とする請求項
１記載の無線構内情報通信網と移動電話の連動サービスのためのシステム選択及びデータ
伝送方法。
【請求項１２】
　移動電話網の接続中にＷＬＡＮ信号が所定の基準値以上に高くなってＷＬＡＮへ接続を
変更する場合、ＷＬＡＮアクセスポイントとの接続が行われた直後に移動電話網との接続
を解除することを特徴とする請求項１記載の無線構内情報通信網と移動電話の連動サービ
スのためのシステム選択及びデータ伝送方法。
【請求項１３】
　接続中のＷＬＡＮアクセスポイントから受信される信号が弱くなると、隣接ＷＬＡＮア
クセスポイントに対する信号検索遂行において、接続許容ＳＳＩＤを有するアクセスポイ
ントに対してのみ信号強度の測定を行うことを特徴とする請求項１又は１０記載の無線構
内情報通信網と移動電話の連動サービスのためのシステム選択及びデータ伝送方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、無線構内情報通信網（ＷＬＡＮ）と移動電話の連動サービスのためのシステム
選択及びデータ伝送方法に関し、特に、ホットスポット(Hot spot)を主として高速無線イ
ンターネット接続サービスを提供する公衆用ＷＬＡＮサービスと、全国単位の通信サービ
スを提供する移動電話網サービスとが混在する環境で連動サービス提供のためにデータ伝
送システムを選択し、これによりデータを伝送する方法に関する。
【０００２】
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【従来の技術】
最近、超高速インターネットサービス普及の拡大によりインターネット接続に対する使用
者の要求が急増している。このような要求が無線区間に拡大されることにより、国内外通
信事業者等は、ＷＬＡＮを用いて超高速インターネットサービスを提供しようとする試み
を行っている。
【０００３】
ところが、ＷＬＡＮにおいて、一つのアクセスポイントに対するサービス領域は半径１０
０ｍ以内であって、移動電話の数百ｍ～数Ｋｍとは大差がある。このような技術的な問題
により、ＷＬＡＮのみでは移動電話と同一の移動性及びサービスカバレッジの提供が不可
能である。
【０００４】
従って、超高速無線インターネットサービスに対する需要の多い地域を主としてＷＬＡＮ
サービスカバレッジを確保してサービスを提供し、その他の地域に対しては移動電話で無
線インターネットサービスを提供する相互補完的なサービスの提供が必要となる。
【０００５】
また、このような相互補完的にサービスを連繋するためには、互いに異なる異機種システ
ム及び周波数帯域でのサービス連動が必要である。
【０００６】
ところが、連動サービスを円滑に提供するためには、互いに異なるシステムが混在する場
合、実際通信するシステムを選択する方法とデータの円滑なサービスを提供するためのロ
ーミング(Roaming)方法が提示されなければならないが、このような方案が提示されてい
ないため、使用者に対してＷＬＡＮと移動電話間の単純な移植性(Portability)サービス
のみを提供し、サービスの連続性が保障されるローミングサービスを提供することはでき
ないという問題点があった。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
従って、本発明は、かかる従来の問題点を解決するためのもので、その目的は、ホットス
ポットを主として高速無線インターネット接続サービスを提供する公衆用ＷＬＡＮサービ
スと、全国単位の通信サービスを提供する移動電話網サービスとが混在する環境で連動サ
ービスの提供のためにデータ伝送システムを選択し、これによりデータを伝送する方法を
提供することにある。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　上記目的を達成するために、本発明に係るＷＬＡＮと移動電話の連動サービスのための
システム選択及びデータ伝送方法は、公衆用ＷＬＡＮと移動電話網との連動システムにお
いて、端末で接続を許容するＷＬＡＮのサービス設定ＩＤをアクセスポイントに設定し、
ＷＬＡＮ接続のための信号強度を測定する信号測定段階と、前記信号測定段階で測定した
信号強度に基づいて接続システムを選択する接続判断段階と、前記接続判断段階の判断結
果、ＷＬＡＮ接続と判断された場合、接続許容ＳＳＩＤリストに符合するＷＬＡＮチャネ
ルに対して信号強度を周期的に測定した後、ＷＬＡＮ接続に必要な信号品質を保障するこ
とが可能なＷＬＡＮチャネルの存在有無に応じて該当ＷＬＡＮチャネル或いは移動電話網
へ接続するＷＬＡＮ遂行段階と、前記接続判断段階の判断結果、移動電話網接続と判断さ
れた場合、周期的に接続許容ＳＳＩＤリストに符合するＷＬＡＮチャネルに対して信号強
度を測定した後、接続に必要な信号強度を満足すれば、ＷＬＡＮ接続に切り換える移動電
話遂行段階とを備えており、前記移動電話遂行段階は、移動電話網接続状態で周期的にＷ
ＬＡＮチャネルに対する信号強度を測定する第１Ａ段階と、前記第１Ａ段階の後、接続許
容ＳＳＩＤを有するチャネルが存在するか否かを判断する第２Ａ段階と、前記第２Ａ段階
の判断結果、前記接続許容ＳＳＩＤを有するチャネルが存在しなければ、前記第１段階を
繰り返し行い、前記接続許容ＳＳＩＤを有するチャネルが存在すれば、信号測定値が所定
の基準値以上であるか否かを判断する第３Ａ段階と、前記第３Ａ段階の判断結果、前記信
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号測定値が所定の基準値以上であれば、該当ＷＬＡＮチャネルへ接続を変更し、前記信号
測定値が所定の基準値以下であれば、接続許容ＳＳＩＤを有するＷＬＡＮチャネルの信号
強度を周期的に測定し、測定された信号測定値が所定基準値以上であるか否かを判断する
第４Ａ段階とを含んでいることを特徴とする。
【０００９】
【発明の実施の形態】
以下、本発明に係る一実施例の動作過程を添付図に基づいて詳細に説明する。
【００１０】
図１は本発明を適用するためのＷＬＡＮと移動電話の連動システムの構成を示す例示図で
ある。
【００１１】
図１を参照すると、ＷＬＡＮは、ネットワークインタフェースカード（ＮＩＣ）を装着し
た移動端末１００、アクセスポイント（ＡＰ）５００及び認証サーバ（ＡＡＡ）８００か
ら構成され、認証サーバ８００とアクセスポイント５００との間には移動ＩＰ支援のため
の外部エイジェント（ＦＡ）６００が位置する。
【００１２】
移動電話網は、無線モデム機能を有する移動端末１００、基地局（ＢＴＳ）２００、制御
局（ＢＳＣ）３００、データ処理のためのＰＤＳＮ(Packet Data Service Node)４００及
び認証サーバ９００から構成される。
【００１３】
次に、このように構成した一実施例の動作過程を添付図に基づいて説明する。
【００１４】
図２は本発明に適用する移動電話網とＷＬＡＮのセル構成を示す例示図である。
【００１５】
図２を参照すると、移動電話網で一つの基地局が収容可能なサービスカバレッジは、ＷＬ
ＡＮでの１つのアクセスポイントが収容可能なサービスカバレッジより大きい。よって、
移動電話網とＷＬＡＮ間のサービス連動では、ＷＬＡＮと移動電話網間のサービス連動（
矢印（１）、（２））、ＷＬＡＮ間のサービス連動（矢印（３））、及び他の事業者のＷ
ＬＡＮ用アクセスポイントが存在する場合に対する連動（矢印（４））を全て考慮しなけ
ればならない。
【００１６】
ＷＬＡＮと移動電話網間の連動の場合には、接続システムが移動電話なのかＷＬＡＮなの
かを決定しなければならないが、この際、ＷＬＡＮ信号を周期的に測定し、信号強度に基
づいて接続システムを選択する。このような場合（矢印（１））には、移動端末１０１が
ＷＬＡＮでデータの送受信を行いながらＷＬＡＮの信号強度を測定し、受信信号が所定の
境界値（基準値）以下と測定されれば、移動電話網によるデータ送受信に変更する。
【００１７】
ＷＬＡＮと移動電話網間のサービス連動（矢印（２））の場合には、移動端末１０１が移
動電話網を介してデータの送受信を行いながら周期的にＷＬＡＮの信号強度を測定し、信
号強度が所定の境界値以上になれば、ＷＬＡＮによるデータ送受信に切り換える。
【００１８】
ＷＬＡＮ間のサービス連動（矢印（３））の場合には、現在移動端末１０２が位置したセ
ル（ＷＬＡＮ＿３）５０２と隣接したＷＬＡＮセル（ＷＬＡＮ＿５）５０３が存在するの
で、移動端末は、現在ＷＬＡＮセル信号が所定の基準値以下に弱くなると、接続許容ＳＳ
ＩＤを有する隣接した他のＷＬＡＮセルの信号を検索した後、最適のＷＬＡＮセルを選択
してデータの送受信を行わなければならない。
【００１９】
また、他の事業者のＷＬＡＮ用アクセスポイントが存在する場合に対する連動（矢印４）
）の場合は、隣接ＷＬＡＮセルが他の独立使用者または他の事業者のＷＬＡＮセルである
ことを除いては、前記ＷＬＡＮ間のサービス連動（矢印（３））の場合と同一である。こ
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の際、移動端末１０３は現在セル（ＷＬＡＮ＿６）５０５、ＷＬＡＮの信号が弱くなる場
合、移動電話網によるデータ送受信に変更しなければならない。
【００２０】
　このような条件を満足させるためには、ＷＬＡＮでシステム識別子として使用可能なＳ
ＳＩＤ（Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｓｅｔ　ＩＤ）をアクセスポイントに設定するに際して、他の
事業者又は独立事業者とは区分される値に設定しなければならない。すなわち、ＷＬＡＮ
で現在位置したセルのアクセルポイントから受信される信号が弱くなると、隣接ＷＬＡＮ
アクセスポイントに対する信号検索を行うが、この際、接続許容ＳＳＩＤを有するアクセ
スポイントについてのみ信号強度の測定を行う。接続許容ＳＳＩＤを有するＷＬＡＮ信号
が受信されない際には、移動電話網による接続を試みる。
【００２１】
次にＷＬＡＮの信号強度に基づいて通信モードを決定する過程をより詳細に説明する。
【００２２】
図３は本発明に係る移動端末でのシステム選択手続きの一例を示すフローチャートである
。図３に示すように、まず、移動端末は、自分が接続を許容するＷＬＡＮのＳＳＩＤリス
トを格納していなければならない。移動端末が初期状態でＷＬＡＮ接続のための信号測定
を行い、接続許容ＳＳＩＤリストに符合するＷＬＡＮチャネルに対して信号強度を周期的
に測定する（Ｓ１００）。その後、前記段階（Ｓ１００）で測定した信号強度に基づいて
接続システムを選択する。
【００２３】
接続システムの決定のためにＷＬＡＮがアクティブ状態であるか否かを判断し（Ｓ１０１
）、その判断結果、ＷＬＡＮがアクティブ状態であれば、後述する段階（Ｓ１０２）を行
い、ＷＬＡＮがアクティブ状態でなければ、段階Ｓ１０６を行う。
【００２４】
前記段階Ｓ１０１の判断結果、ＷＬＡＮがアクティブ状態であれば、ＷＬＡＮ通信状態で
周期的に現在のチャネルに対する信号強度を測定し、この測定値が所定の境界値（基準値
）以下であれば、他のＷＬＡＮチャネルに対する信号強度を測定し、ＳＳＩＤを検査する
（Ｓ１０２）。
【００２５】
前記段階Ｓ１０２の結果に基づいて、測定した値が所定の基準値以上であるチャネルの中
から接続許容ＳＳＩＤを有するチャネルが存在するか否かを判断する（Ｓ１０３）。段階
Ｓ１０３で許容ＳＳＩＤを有するチャネルが存在すると判断されると、そのチャネルのう
ち最高の信号強度を維持するチャネルを抽出するために、信号測定値が所定の境界値以上
であるか否かを判断する（Ｓ１０４）。段階Ｓ１０４で信号測定値が境界値以上であれば
、該当チャネルのアクセスポイントに接続する（Ｓ１０５）。
【００２６】
一方、前記段階Ｓ１０１の判断結果、ＷＬＡＮがアクティブ状態でなければ、移動電話網
に初期化／接続する（Ｓ１０６）。その後、周期的にＷＬＡＮチャネルに対する信号強度
を測定し、ＳＳＩＤを検査する（Ｓ１０７）。次に、許容ＳＳＩＤを有するチャネルが存
在するか否かを判断し（Ｓ１０８）、許容ＳＳＩＤを有するチャネルが存在すると判断さ
れると、信号測定値が所定の境界値以上であるか否かを判断する（Ｓ１０９）。
【００２７】
前記段階（Ｓ１０９）の判断結果、信号測定値が境界値以上であれば、該当ＷＬＡＮチャ
ネルへ接続を変更し（Ｓ１０５）、信号測定値が境界値以下であれば、接続許容ＳＳＩＤ
を有する他のＷＬＡＮチャネルの信号強度を周期的に測定する（Ｓ１１０）。そして、測
定された結果に基づいて前記段階（Ｓ１０９）を繰り返し行う。
【００２８】
図４は本発明に係るＷＬＡＮから移動電話網へのローミング時のデータサービス連動に対
する手続を示す例示図である。
【００２９】
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図４を参照すると、ＷＬＡＮ接続状態にある移動端末が移動ＩＰ登録を行うと、ＷＬＡＮ
用ＦＡ６００は、ＲＡＤＩＵＳ(Remote Authentication Dial-In User Services)に対す
る移動ＩＰ認証を行った後、さらにホームエイジェント（ＨＡ）７００に対して登録を行
う。
【００３０】
移動ＩＰ登録が完了すると、移動端末１００は、ＨＡ７００とＦＡ６００を介してデータ
の送受信を行う。移動端末１００はＷＬＡＮによるデータ通信中にも周期的にＷＬＡＮの
信号強度を測定し、信号強度が所定の基準値以下の場合に接続変更を試みる。すなわち、
接続許容ＳＳＩＤを有するアクセスポイントの信号が所定の基準値以上と感知されると、
移動端末１００はＷＬＡＮ接続のためのアクセスポイントの変更を行う。この場合、以前
接続アクセスポイントが新しく接続するアクセスポイントと同一のＦＡ領域内に位置する
場合には、移動ＩＰに対する追加登録手続は必要としない。
【００３１】
一方、隣接したアクセスポイントがない場合、移動端末１００は、移動電話網接続手続を
開始し、移動電話の移動ＩＰが動作する前にはＷＬＡＮによるデータ送受信を引き続き行
う。移動端末１００で移動電話を介して移動ＩＰ登録手続が始まると、ＷＬＡＮでのデー
タ送受信は遮断され、移動ＩＰ登録手続が完了すると、移動電話網によるデータ送受信が
行われる。
【００３２】
図５は本発明に係る移動電話網からＷＬＡＮへのローミング時のデータサービス連動に対
する手続きを示す例示図である。
【００３３】
図５を参照すると、移動端末１００は、移動電話網を介してデータの送受信を行う間、周
期的にＷＬＡＮの信号強度を測定する。接続許容ＳＳＩＤを有するアクセスポイントから
受信された信号の強度が所定の基準値以上になると、該当アクセスポイントに接続し、移
動電話網との連結を遮断する。
【００３４】
その後、ＷＬＡＮを介して移動ＩＰ登録が完了すると、ＨＡ７００とＷＬＡＮ用ＦＡ６０
０を介してデータの送受信が行われる。
【００３５】
このように、本発明の属する技術分野の当業者は、本発明がその技術的思想又は必須的特
徴を変更することなく他の具体的な形態で実施できることを理解するであろう。従って、
以上述べた実施例は例示に過ぎず、本発明を限定するものではない。本発明の範囲は発明
の詳細な説明よりは特許請求の範囲によって定めるべきであり、特許請求の範囲の意味及
び範疇、そしてその等価概念から導出される全ての変更又は変形は本発明の範囲に含まれ
るものと解釈すべきである。
【００３６】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明に係るＷＬＡＮと移動電話の連動サービスのためのシステム
選択及びデータ伝送方法は、ホットスポットを主として高速無線インターネット接続サー
ビスを提供する公衆用ＷＬＡＮサービスと、全国単位の通信サービスを提供する移動電話
網サービスとが混在する環境で連動サービスの提供のためにデータ伝送システムを選択し
、これによりデータを伝送するようにすることにより、ＷＬＡＮと移動電話網間に実質的
かつ効率的なサービス連動を可能にして無線インターネットサービスの活性化を促進する
という効果などがある。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明を適用するためのＷＬＡＮと移動電話の連動システムの構成を示す例示図
である。
【図２】本発明に適用する移動電話網とＷＬＡＮのセル構成を示す例示図である。
【図３】本発明に係る移動端末におけるシステム選択手続の一例を示すフローチャートで
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ある。
【図４】本発明に係るＷＬＡＮから移動電話網へのローミング時のデータサービス連動に
対する手続を示す例示図である。
【図５】本発明に係る移動電話網からＷＬＡＮへのローミング時のデータサービス連動に
対する手続を示す例示図である。
【符号の説明】
１００～１０３　移動端末
２００～２０２　基地局
３００　制御局（ＢＳＣ）
４００　ＰＤＳＮ
５００～５０６　アクセスポイント（ＡＰ）
６００　外部エイジェント（ＦＡ）
７００　ホームエイジェント（ＨＡ）
８００　ＷＬＡＮ用ＡＡＡ
９００　移動電話用ＡＡＡ

【図１】 【図２】
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